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10月（神無月） OCTOBER

12日・体育の日

７月から、税務署の受付窓口が一本化され
ています。これまでは、用件に応じて法人や
個人、資産等の担当部門の窓口に行っていま
したが、申告書や申請書の提出、用紙や納税
証明書の請求、税金の納付等については、新
たに「管理運営部門」（同部門がない署は総
務課等が担当）を設置し対応しています。

国　税／９月分源泉所得税の納付 10月13日

国　税／特別農業所得者への予定納税基準額等の通知

10月15日

国　税／８月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 11月２日

国　税／２月決算法人の中間申告 11月２日

国　税／11月、２月、５月決算法人の消費税等の中間申告

（年３回の場合） 11月２日

地方税／個人の道府県民税及び市町村民税の第3期分

納付 市町村の条例で定める日

労　務／労働者死傷病報告（７月～９月分） 11月２日

労　務／労災の年金受給者の定期報告

（７月～12月生まれ） 11月２日

労　務／労働保険料第２期分の納付 11月２日

（労働保険事務組合委託の場合11月16日まで）

税務署受付窓口の一本化

10 月 の 税 務 と 労 務

ワンポイント
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被
保
険
者
が
離
職
し
、
求
職
活
動

を
す
る
と
き
に
は
、
雇
用
保
険
か
ら

失
業
等
給
付
（
基
本
手
当
）
が
支
給

さ
れ
ま
す
。
こ
の
基
本
手
当
日
額
を

算
出
す
る
に
は
、
賃
金
日
額
を
求
め

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

給
与
が
月
給
制
や
日
給
月
給
制
で

あ
れ
ば
、
原
則
的
な
方
法
で
算
定
し

ま
す
が
、
日
給
制
や
時
間
給
制
に
な

る
と
最
低
保
障
方
式
に
よ
る
特
例
措

置
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

た
だ
し
、
こ
の
特
例
措
置
が
適
用

さ
れ
る
の
は
、
短
時
間
就
労
（
労
働
）

者
（
週
所
定
労
働
時
間
が
二
〇
時
間

以
上
三
〇
時
間
未
満
の
就
労
者
）
以

外
の
一
般
被
保
険
者
で
す
。

ち
な
み
に
、「
短
時
間
労
働
被
保
険

者
」
は
、
一
般
被
保
険
者
に
吸
収
さ

れ
て
、
現
行
制
度
に
お
い
て
は
、
こ

の
被
保
険
者
区
分
は
な
く
な
り
ま
し

た
。以

下
、
賃
金
日
額
の
算
定
方
法
に
つ

い
て
、
Ｑ
＆
Ａ
形
式
で
解
説
し
ま
す
。

賃
金
が
月
給
等
で
支
払
わ
れ

る
と
き

正
社
員
Ｋ
が
離
職
し
ま
す
。

給
与
は
月
給
制
で
す
。
Ｋ
の
賃

金
日
額
は
ど
の
よ
う
に
し
て
算

定
す
る
の
で
す
か
。

短
時
間
就
労
者
以
外
の
一
般

被
保
険
者
（
週
所
定
労
働
時
間

が
三
〇
時
間
以
上
で
あ
る
被
保

険
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）
の

賃
金
日
額
は
、
原
則
的
な
計
算

方
法
（
被
保
険
者
期
間
と
し
て

計
算
さ
れ
た
最
後
の
六
カ
月
に

支
払
わ
れ
た
賃
金
（
臨
時
に
支

払
わ
れ
る
賃
金
及
び
年
三
回
以

下
の
賞
与
等
を
除
く
。
以
下
同

じ
。）
の
総
額
を
一
八
〇
で
割
っ

た
額
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）
で

算
定
し
ま
す
。

こ
の
六
カ
月
は
、
同
一
の
事

業
主
の
下
に
お
け
る
賃
金
締
切

日
の
翌
日
か
ら
次
の
賃
金
締
切

日
ま
で
の
期
間
を
い
い
、
そ
の

期
間
が
満
一
カ
月
で
あ
り
、
か

つ
、
賃
金
支
払
基
礎
日
数
が
一

一
日
以
上
あ
る
月
を
一
カ
月
と

し
て
い
ま
す
。

な
お
、
賃
金
日
額
の
算
定
の

基
礎
と
な
る
賃
金
と
は
、
雇
用

さ
れ
た
期
間
に
対
す
る
も
の
と

し
て
、
そ
の
期
間
中
に
事
業
主

に
支
払
義
務
が
確
定
し
た
賃
金

の
こ
と
を
い
い
ま
す
。

賃
金
が
時
給
で
支
払
わ
れ
る

と
き
│
週
所
定
労
働
時
間
が
三

〇
時
間
以
上
で
あ
る
場
合

週
所
定
労
働
時
間
が
三
〇
時

間
以
上
で
あ
る
Ｓ
が
離
職
し
た

と
き
の
賃
金
日
額
は
ど
の
よ
う

に
算
出
す
る
の
で
す
か
。
給
与

は
時
間
給
制
で
す
。

短
時
間
就
労
者
以
外
の
一
般

被
保
険
者
の
賃
金
が
時
間
給
で

支
払
わ
れ
る
場
合
の
賃
金
日
額

の
算
定
方
法
に
は
、
最
低
保
障

が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
労
働
日
数
が
少
な

い
場
合
は
、
原
則
的
な
方
法
に

よ
り
計
算
す
る
と
賃
金
日
額
が

低
く
な
る
た
め
の
措
置
で
す
。

つ
ま
り
、
原
則
的
な
計
算
方

法
に
よ
り
計
算
し
た
額
が
、
次

に
掲
げ
る
額
に
満
た
な
い
と
き

は
、
次
の
額
が
賃
金
日
額
と
な

り
ま
す
。

a

賃
金
が
日
給
、
時
間
給
、

出
来
高
払
制
そ
の
他
の
請
負

制
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
て
い

る
場
合

最
後
の
六
カ
月
間
に
支
払
わ

れ
た
賃
金
の
総
額
を
、
そ
の
最

後
の
六
カ
月
の
労
働
日
数
で
割

っ
た
額
の
七
〇
％
相
当
額

s

賃
金
の
一
部
（
た
と
え
ば

通
勤
手
当
、
扶
養
手
当
な
ど
）

が
、
月
給
、
週
給
そ
の
他
一

定
の
期
間
に
よ
っ
て
定
め
ら

れ
て
い
る
場
合

そ
の
部
分
の
総
額
を
そ
の
期

間
の
総
暦
日
数
（
賃
金
の
一
部

が
月
給
制
の
場
合
は
、
一
カ
月
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3 10月号

を
三
〇
日
と
し
て
計
算
し
ま

す
。
）
で
割
っ
た
額
と
a
（
七

〇
％
の
額
）
の
合
計
額

Ｑ
２
の
具
体
例

Ｑ
２
の
Ｓ
の
賃
金
日
額
は
、

ど
の
よ
う
に
し
て
算
出
す
る
の

で
す
か
。
具
体
的
な
数
字
で
教

え
て
く
だ
さ
い
。

Ｓ
の
直
近
六
カ
月
の
賃
金
総

額
を
六
九
万
一
、
二
〇
〇
円
、

労
働
日
数
を
一
二
〇
日
と
し
た

場
合
の
賃
金
日
額
は
、
次
の
よ

う
に
計
算
し
ま
す
。

a

原
則
的
な
計
算
方
法

六
九
万
一
、
二
〇
〇
円
÷
一

八
〇
日
＝
三
、
八
四
〇
円

s

最
低
保
障
方
式
に
よ
る
計

算
方
法

労
働
日
数
（
休
業
手
当
の
基

礎
と
な
っ
た
日
、
年
次
有
給
休

暇
を
含
む
。）
が
一
二
六
日
（
一

八
〇
日
×
〇
・
七
）
以
上
あ
り

ま
せ
ん
の
で
、「
賃
金
総
額
÷
労

働
日
数
×
〇
・
七
」
の
計
算
式

か
ら
求
め
ま
す
。

六
九
万
一
、
二
〇
〇
円
÷
一
二

〇
日
×
〇
・
七
＝
四
、
〇
三
二

円

a
よ
り
s
の
ほ
う
が
金
額
が

高
く
な
り
ま
す
の
で
、
こ
の
場

合
の
賃
金
日
額
は
四
、
〇
三
二

円
と
な
り
ま
す
。

な
お
、
通
勤
手
当
を
月
額
で

支
給
し
て
い
る
場
合
は
、
通
勤

手
当
の
総
額
を
一
八
〇
で
割
っ

た
額
を
離
職
証
明
書
「
⑫
賃
金

額
」
A

欄
に
、
基
本
給
は
時
間

給
で
支
払
っ
て
い
ま
す
の
で
、

B

欄
に
そ
の
金
額
を
記
入
し
ま

す
。賃

金
が
時
給
で
支
払
わ
れ
る

と
き
│
週
所
定
労
働
時
間
が
三

〇
時
間
未
満
で
あ
る
場
合

離
職
日
に
お
い
て
短
時
間
就

労
者
で
あ
っ
た
受
給
資
格
者
の

賃
金
日
額
は
ど
の
よ
う
に
算
出

す
る
の
で
す
か
。

短
時
間
就
労
者
に
つ
い
て
は
、

最
低
保
障
方
式
に
よ
る
計
算
方

法
は
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
の
で
、

原
則
的
な
方
法
で
計
算
し
た
額

が
賃
金
日
額
と
な
り
ま
す
。

休
業
手
当
を
支
払
っ
た
と
き

の
賃
金
日
額

売
上
高
が
急
激
に
減
少
し
た

た
め
社
員
を
休
業
さ
せ
ま
し
た
。

会
社
都
合
に
よ
り
休
業
さ
せ
た

社
員
が
離
職
す
る
こ
と
と
な
っ

た
と
き
の
賃
金
日
額
の
算
出
方

法
と
離
職
証
明
書
の
記
入
方
法

を
教
え
て
下
さ
い
。

事
業
主
の
責
め
に
帰
す
べ
き

理
由
に
よ
り
全
日
休
業
し
、
休

業
手
当
を
支
払
っ
た
日
が
あ
る

場
合
は
、
次
の
方
法
に
よ
り
賃

金
日
額
を
算
定
し
ま
す
。

a

休
業
手
当
を
支
払
っ
た
期

間
が
算
定
基
礎
賃
金
月
の
全

期
間
に
わ
た
っ
て
い
な
い
場

合
①
　
月
給
者
の
場
合

（
直
近
六
カ
月
分
の
賃
金
総

額
―

休
業
手
当
の
額
）
÷
（
一

八
〇
日
ー
休
業
日
数
）

②

日
給
者
の
場
合
（
週
所
定

労
働
時
間
が
三
〇
時
間
以
上

の
場
合
）

次
の
i
ま
た
は
ii
を
比
較

し
て
大
き
い
方
の
額
と
な
り

ま
す
。

i
（
直
近
六
カ
月
分
の
賃
金

総
額
―

休
業
手
当
の
額
）
÷

（
一
八
〇
日
―

休
業
日
数
）

ii
（
直
近
六
カ
月
分
の
賃
金

総
額
―

休
業
手
当
の
額
）
÷

（
労
働
日
数
―

休
業
日

数
）
×
〇
・
七

な
お
、
離
職
証
明
書
の
⑫
欄
に

は
、
基
本
給
等
の
額
か
ら
休
業

に
よ
る
金
額
を
控
除
し
、
そ
の

控
除
額
に
休
業
手
当
を
加
算
し

た
額
、
つ
ま
り
、
実
際
の
総
支
給

額
を
記
入
し
ま
す
。

こ
の
休
業
手
当
を
支
払
っ
た

日
数
及
び
賃
金
に
つ
い
て
は
、

備
考
欄
に
記
入
す
れ
ば
（
休
業

手
当
と
し
て
支
給
す
る
額
が
一

〇
〇
％
の
場
合
は
、
記
入
は
不

要
）
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
が
金
額
を

算
定
し
ま
す
。

s

休
業
手
当
を
支
払
っ
た
期

間
が
算
定
基
礎
賃
金
月
の
全

期
間
に
わ
た
っ
て
い
る
場
合

休
業
開
始
直
前
六
カ
月
に
支

払
わ
れ
た
賃
金
総
額
に
つ
い
て
、

原
則
的
な
計
算
方
法
ま
た
は
最

低
保
障
方
式
に
よ
る
計
算
方
法

で
算
定
し
た
額

手
続
き
に
際
し
て
は
、
通
常
ど

お
り
で
、
賃
金
台
帳
、
タ
イ
ム
カ

ー
ド
な
ど
を
持
参
し
て
、
そ
の
内

容
を
提
示
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。
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雇止めの予告

有期労働契約を締結している
労働者の労働契約を更新しない
こととしようとする場合、何か

注意すべきことはありますか。

使用者は、有期労働契約（契
約を３回以上更新し、または雇
入れの日から起算して１年を超

えて継続勤務している人に係るものに限
り、あらかじめ当該契約を更新しない旨明
示されているものを除く。）を更新しない
こととしようとする場合には、少なくとも
その契約期間の満了する日の30日前まで
に、その予告をしなければなりません。
この雇止めの予告の対象となる有期労働

契約は、次に掲げる場合です。
① 有期労働契約が３回以上更新されてい
る場合

② １年以下の契約期間の労働契約が更新
または反復更新され、労働契約を締結し
た使用者との雇用関係が初回の契約締結
時から継続して通算１年を超える場合
③ １年を超える契約期間の労働契約を締
結している場合
なお、30日未満の契約期間の労働契約を

３回以上更新した場合またはその労働契約
の更新を繰り返して１年を超えた場合の雇
止めについては、30日前までにその予告を
するのが不可能な場合であっても、使用者
は、できる限り速やかにその予告をしなけ
ればならないものとされています。

使用者は、有期労働契約（当該契約を１
回以上更新し、かつ、雇入れの日から起算
して１年を超えて継続勤務している人に係
るものに限る。）を更新しようとする場合
においては、契約の実態及び労働者の希望
に応じて、契約期間をできる限り長くする
よう努めなければなりません。

10月号 4

平
均
賃
金

平
均
賃
金
は
、
休
業
手
当
（
事
業

主
の
責
め
に
帰
す
べ
き
事
由
に
よ
り

労
働
者
を
休
業
さ
せ
た
と
き
に
支
給

す
る
手
当
）、
解
雇
予
告
手
当
等
を

算
定
す
る
際
の
基
準
と
し
て
用
い
ら

れ
ま
す
。

金
額
は
、
算
定
事
由
発
生
日
以
前

三
カ
月
に
支
払
わ
れ
た
賃
金
の
総
額

（
確
定
し
た
賃
金
を
含
む
。）
を
三
カ

月
の
総
日
数
で
割
っ
た
額
で
す
。

た
だ
し
、
賃
金
が
、
日
給
、
時
間

給
ま
た
は
出
来
高
払
制
そ
の
他
の
請

負
制
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
て
い
る
場

合
は
、「
算
定
期
間
中
の
賃
金
総
額

を
そ
の
期
間
中
の
労
働
日
数
で
割
っ

た
額
の
六
割
」
を
最
低
保
障
額
と
す

る
特
例
措
置
が
設
け
ら
れ
て
い
ま

す
。ま

た
、
賃
金
の
一
部
が
月
給
、
週

給
そ
の
他
一
定
の
期
間
に
よ
っ
て
定

め
ら
れ
て
い
る
場
合
は
、
そ
の
部
分

の
総
額
を
そ
の
期
間
の
総
日
数
で
割

っ
た
額
と
前
記
の
最
低
保
障
額
の
合

算
額
と
な
り
ま
す
。

年次有給休暇の出勤率

年次有給休暇（年休）の発生要件のひ
とつである出勤率は、「出勤した日÷全労
働日」から求めます。
ここでいう出勤した日とは、実際に出

勤した日をいい、遅刻、早退等一部でも
勤務した日は含まれます。また、実際に
出勤していない日であっても、業務上の
傷病の療養のための休業期間、産前産後
の休業期間、育児・介護に係る休業期間、
年休を取得した期間も出勤日として取り
扱われることになっています。
一方、全労働日とは、労働契約において
労働義務が課せられている日をいい、通
常は６カ月（１年）の総暦日数から所定
休日を除いた日が該当します。したがっ
て、休日に労働した日、使用者の責めに
帰すべき事由による休業等については、
労働の義務が免除されているものと考え
られますので、８割出勤にあたっては、
全労働日から除外して算定します。




